
2007.3.19 第５回プラン推進委員会 

資料１- ①

平成１８年度ごみゼロプラン推進モデル事業について 
 

１ 東員町：町民参画によるごみ処理基本計画づくり 

（１）モデル事業としてのねらい 

廃棄物処理法に基づき市町村が策定する「ごみ処理基本計画」は、長期的視

点に立った市町村のごみ処理の基本方針であり、市町村のごみ処理システムの

大本となるものです。市町村は住民や事業者の意見等をできるだけ計画に反映

させ、また、住民や事業者は施策の実施に協力するとともに、自らのごみ減量

に努める必要があります。 

そして、そのためには住民や事業者が計画づくりに参画することが不可欠で

す。どうすればごみが減るのか、分別収集やリサイクルを効率的に行う方法は

どうかなど、ごみ処理のあり方や具体的なごみ減量施策について住民・事業者

と行政がともに考え答えを出す住民参画のプロセスを計画づくりに取り入れる

ことにより、より実効性のある計画となり、ごみ政策に対する市民や事業者の

関心、協力の度合いも高まると考えられます。 

また、従来の冊子による計画でなく、パンフレット形式にすることで、より

わかりやすい計画となり、住民自らの自主的な行動の促進が期待されます。 

 そこで、ごみ処理基本計画の効果的な策定方法を確立させるため、住民参画

のプロセスを取り入れた計画づくりをモデルとして支援し、普及していきます。 

 

（２）事業の概要《補助対象事業費 2,000,000 円、うち補助金 1,000,000 円》 

新たな町のごみ処理基本計画について、町民の幅広い参画を得て策定するた

め、以下の取組を実施します。 

・ 公募町民等で構成する町民会議を設置 

・ 町民の取組や意識を把握するためのアンケート調査を実施 

・ 町のごみ処理の現状や先進事例について調査（ごみ組成調査）を行うとと

もに、ワークショップ形式でごみ減量化のための施策を検討 

・ 計画に盛り込むべきごみ減量施策等を町民会議として取りまとめる 

 

（３）町民会議の開催経過 

 ①名称：東員町ごみゼロプラン策定町民会議 

 ②構成：公募町民 24 名 

 ③経過：4 月 21 日に第１回会議を開催。その後、月１回ペース（12 月からは月

２回ペース）でワークショップ形式による検討、先進地視察、ごみ組成調

査、アンケート調査等を実施し、現在町民会議としての取りまとめを行っ

ている。今後の予定として、3月 26 日の北勢地域ごみゼロ推進交流会の場

で取組の経過を発表。 
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④実績：現在取りまとめ作業中 

   取りまとめイメージ（構成）は以下のとおり 

 

 ◆ ごみゼロに向けて誰が何をするのか？をイラストで表示 

・ ごみゼロ推進委員会の設置 

・ 環境専門委員の育成 

・ 地域と協働でごみゼロ出前講座を開催 

・ 各種ごみ減量に関する講座を開催 

・ 容器包装リサイクル法の施行に伴うごみ分別のさらなる説明 

・ マイバッグ運動の地域での定着 

・ 資源ごみ回収を地域、団体に移行を進める。 

・ 生ごみ減量の推進 

・ 環境教育の充実 

 ◆ ごみ排出量、コストデータ 

 ◆ 住民アンケート調査結果 ＜回収率 47％＞ 

   １．東員町でのごみ分別を現在の広報でよく理解できますか？ 

     はい…79％、いいえ…21％ 

   ２．桑員マイバッグ運動に参加していますか？ 

     参加…14％、参加していないが持参…20％、不参加…66％ 

 ◆ ごみ組成調査結果 

・ 可燃ごみに占める生ごみの重量比が 50％であった。 

・ 不燃ごみに缶、びんなどの資源ごみが混入していた。（約 22％） 

・ 粗大ごみの中にはまだまだ使えるものが多い。→リユース 

 ◆ 住民、行政の役割 

   現在、取りまとめ作業中 

 

（４）今後の施策展開の方向 
今回策定を進めているごみ処理基本計画は、法律に基づく町の計画であると

ともに、町民・事業者自らのごみ減量活動の指針となる行動計画として策定さ

れる見込みです。 
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２ 鳥羽市：市民参画によるリサイクルパーク整備事業 

（１）モデル事業としてのねらい 

ごみゼロ社会の実現のためにはまず、住民、事業者、行政それぞれが、自ら

の役割を認識し、できること、やらなければならないことに自発的、主体的に

取り組むことが不可欠ですが、住民や事業者のごみ減量活動の方向やその効果

が、市町のごみ処理システムにより大きく左右されるということも否めない現

実です。また、資源ごみの分別収集やリサイクルを効率的に行うため、行政回

収に出す際の利便性を高める必要があります。そのためには住民や事業者が計

画づくりに参画することが不可欠です。 

鳥羽市においては、衣装ケースによる生ごみ堆肥化の取組が既に１５０件越

えたこともあり、拠点施設の建設が必要となりました。市民で構成する「鳥羽

生ごみリサイクル推進会議」を設置し、リサイクルパーク（仮称）の建設に向

けて計画・検討しています。 

 そこで、計画段階から市民の意見を取り入れ検討を行い、NPOが運営主体とな

るリサイクル拠点施設の整備をモデルとして支援します。 

 

（２）事業の概要《補助対象事業費 22,282,000 円、うち補助金 11,141,000 円》 

計画段階から市民の意見を取り入れ、ＮＰＯが運営主体となった「リサイク

ルパーク（仮称）」を整備し、家庭の生ごみの発生・排出抑制とリサイクルを推

進します。また、資源物の回収拠点や環境教室等を併せて設置新することによ

り、ごみの減量化とリサイクルを通じた市民の交流の場とします。 

 

（３）市民会議の開催経過 

 ①名称：鳥羽生ごみリサイクル推進会議 

 ②構成：公募市民、鳥羽市環境課、ごみゼロ推進室（オブザーバー） 

 ③経過：平成１７年７月に第１回会議を開催。 

平成１９年２月までに計１３回開催。 

リサイクルパークの施設の計画や運営方法等の検討を行うとともに先

進地視察、ごみ組成調査等を実施。 

平成１８年１０月にはリサイクルパークを運営する NPO 法人とばリサ

イクルネットワークを推進会議メンバーが中心となり設立。 

生ごみ堆肥化講座を３回実施。 

④ 実績：３月上旬に生ごみ堆肥化施設、資源ごみ回収、リユースショップ、環境    

教室等を備えた「とばリサイクルパーク」完成 

３月１０日にオープニングイベント実施 

     ３月１１日より運営開始 
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（４）今後の施策展開の方向 
市では、次年度以降も生ごみ堆肥化講座等を実施するなど、より多くの市民

が生ごみの堆肥化に取り組むこととし、生ごみの一次処理物や資源ごみを直接

持ち込むことにより、可燃ごみの減量や収集業務量の削減につなげることとし

ています。また、リサイクルパークを交流拠点として、資源ごみの分別実施や

環境教室により、市民自らのごみ減量活動を促進することとしています。 
 

３ 鳥羽市：事業系ごみの減量化手法検討調査 

（１）モデル事業としてのねらい 
事業系ごみは本来排出した事業者にその処理責任があり、事業者は、法律や

それぞれの市町村の規定に従い適正にごみを処理しなければならないことはも

とより、自らのごみの減量化や分別の徹底、再資源化などに積極的に取り組む

必要があります。また、行政としても、事業者に対する排出者責任の啓発や減

量化・再資源化の促進などの対策を積極的に講じる必要があります。 

鳥羽市においては、一般廃棄物に占める事業系ごみは、平成１６年実績で

54％（県平均 30％）を占めており、事業系ごみの減量化も重要となっています。

一方、事業者も鳥羽商工会議所の地域活性化委員会の中で、自らのごみの減量

化に取り組みについて検討している。 
そこで、県としては、市町村と事業者が連携して事業系ごみの減量化の検討を

実施する取組をモデルとして支援し、普及していきます。 

 

（２）事業の概要《補助対象事業費 4,300,000 円、うち補助金 2,150,000 円》 

事業者のごみ減量化の取組をより実効性を高めるために商工会議所と連携 

して事業系ごみの減量化手法調査を行います。 

（３）事業の実績（３月１７日現在） 

① 調査名：ごみ減量化手法検討調査 （コンサルタントに委託して実施） 

② 内容 

・ 事業系生ごみの量・質等の把握と資源としての利用可能性の検討及び他

の廃棄物の再資源化の状況調査 

・ 再資源化の方向及び需要量の検討 

・ 再資源化システムの検討 

・ システム選定のための比較検討 

調査方法や取りまとめ方について地域産業活性化委員会循環型社会システ

ム作業部会の意見も反映させます。 

（４）今後の施策展開の方向 
市では、調査結果を地域産業活性化委員会に報告して、次年度以降の事業者

の取組として実行していくように働きかけていきます。 
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鳥羽リサイクルパーク オープニングイベントの様子（３／１０） 

 

 
     市長挨拶                  テープカット                 
 

 
     堆肥化施設                 施設の説明 
 

 
    リユースショップ           記念講演（赤星たみ子氏） 
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参加者 

 

８名(５名)

 

２５名（４名） 

 

１６名（５名） 

 ※参加者計：４９名 市町職員計：５名 （ ）は県市町職員 

 

  
 

 第３回 堆肥利用講座（生ごみリサイクルセミナー）（開催予定） 

日 時：平成１９年３月２４日（土）１３：３０～１６：３０ 

場 所：三重県松阪庁舎６階大会議室 

内 容：講演 

【三重県での生ごみ堆肥化活動の現状】 

 講師：三重大学生物資源学部循環学科 

                三重大学大学院助教授 波多野 豪 氏 

講演 

【生ごみ堆肥を活用した野菜づくり】 

 講師：堆肥・育土研究所 

                            所長 橋本 力男 氏 

意見交換会 
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伊勢農林水産商工

環境事務所 

伊勢庁舎会議棟３

階第６会議室 

7 月 25 日（火）

13：30～15：40 

 

７名 

松阪農林商工環境

事務所 

松阪庁舎３階第３３

会議室 

7 月 26 日（水）

14：00～16：00 

 

９名 

                               ※ 市町職員計：４８名 

●第２回行政連絡会議 

議題 【プラン推進の取組状況について及び意見交換】 

◆ごみゼロプランの点検・評価について 

◆ごみゼロレポートについて 

◆平成１８年度の取組状況について 

◆平成１９年度予算の概要について 

◆一般廃棄物処理事業実態調査（速報値）について 

－主な意見など－ 

【モデル事業関連】 
○19 年度はハード整備のみの補助金はないのか 

●プラン推進モデル事業の趣旨に添ったシステムづくりと一体なったハード整

備であれば可能。 

【有料化関連】 

○有料化は必ず行わなければならないのか？ 

●国の基本方針では有料化を推進しているが、有料化の実施は各市町の判断。 

○有料化実施までに新旧の袋の交換期間を設けた。有料化実施後、約２割可燃ご

みが減った。 

○１月から有料化を開始したが、対前年同月比で、120～130 ㌧の減量状況である

が、有料化との因果関係をはっきり証明したわけではない。 

【その他】  

○廃棄物会計基準、ごみ処理システムガイドライン、有料化ガイドラインはいつ

しめされるのか。 

●１８年度末に３点とも示される予定。 

 開催場所 開催日時 市町職員数 

桑名農政環境事務所 桑名庁舎附属棟

第５会議室 

2 月７日（水）

10：00～12：00 

 

３名 

伊賀農林商工環境事

務所 

伊賀庁舎４階第３

会議室 

2 月 13 日（火）

10：00～12：10 

 

３名 

松阪農林商工環境事

務所 

松阪庁舎３階第３

２会議室 

2 月 13 日（火）

14：00～16：30 

 

６名 

尾鷲・熊野農林(水産)

商工環境事務所 

尾鷲庁舎２階第２

０１会議室 

2 月 15 日（木）

13：30～15：30 

 

６名 

伊勢農林水産商工環

境事務所 

伊勢農林水産商

工環境事務所会

議室 

2 月 16 日（金）

13：30～15：30 

 

８名 

津農林水産商工環境

事務所 

津庁舎６階第６６

会議室 

2 月 21 日（水） 

14：00～16：00 

 

１０名 

四日市農林商工環境

事務所 

四日市庁舎４階

第４３会議室 

3 月 2 日（金）

14：00～16：30 

 

７名 

                        ※ 市町職員計：４３名 
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特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人みどりのみどりのみどりのみどりの家家家家    

    

【活動内容】 

障害者の小規模作業所で、ショッピングセンターの協力を得て、日永華陽（四日市市日永）、

鈴鹿ハンター（鈴鹿市算所）の駐車場隣接地にて週２，３日、資源ごみの拠点回収、リユース

品販売を実施するリサイクルステーションを運営している。 

 

【みどりの家のメリット】 

障害者と地域住民が共に資源ごみの分別・リサイクルに取り組むことにより、障害者の就労

支援、自立支援となっている。 

【利用者のメリット】 

利用者にとっても、買い物ついでに、時間を気にせず持ち込めるなど利便性が良い。また、

ショッピングセンターの店舗で使えるサービス券がもらえるためインセンティブが働く。 

【事業者のメリット】 

事業者は、拠点回収場所や事務所を提供する等の協力をしているが、資源ごみを毎回持ち込

む、利用者がサービス券を使用して買い物をすることにより、入り込み客数増加や販売促進の

効果がある。 
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平成 18 年度の作成状況 

□「プランの点検・評価」 

PDCA サイクルマネジメントに基づき、ごみゼロプラン推進委員会との連携のもと、

プラン全体の進捗状況に対する点検・評価を実施した。 

 

□「ごみゼロレポート」  

ごみの現状や主に県がプランに基づいて取り組んだことについて、県民の皆さん等

に対して、分かりやすく説明するツールとして作成した。 

 

◆プラン進捗状況の評価検証に当たって、踏まえるべきポイント 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年度の作成について（案）  

○ごみゼロプランの推進・進捗状況に対する点検・評価を行い、それを形にする上では、

作成の目的や対象を異にする２種類の成果物の取りまとめが必要であり、別冊とする

方がベターである。  

 

①ごみゼロプラン推進の取組に対する評価が、県の自己評価だけでなく、第三

者機関であるプラン推進委員会からの評価検証を踏まえてのものであるこ

とを担保し、評価実績を年々積み上げていく必要がある。 

②推進委員会からの評価検証を踏まえた上で、県として、年度ごとの取組実績

や課題等を、ごみのデータ等とともに、プラン推進の現状として県民の皆さ

んに対して分かりやすく説明する責任がある。 

 

来年度の「ごみゼロ白書」作成について（案） 

○よって、Ｈ18 年度と同様に、 

・「プラン進捗状況の点検・評価」 

→ PDCA サイクルに基づくプラン推進員委員会からの点検・評価として、公表

するとともに、推進委員会、県、市町等との間で共有する。 

・「ごみゼロレポート（仮称）」 

  → ごみのデータや県などの取組等、プラン推進の現状を分かりやすく県民の皆さ 

    んに説明するツールとして、県が作成し公表・配布を図る。 

   この２種類を作成・公表するものとする。 

   ※但し、「ごみゼロレポート（仮称）」については、 

    Ｈ18 年版ごみゼロレポートをベースとしながら、NPO や事業者、市町や地域な 

どの個別の取組も収集して掲載し、ごみ減量化に向けての県全体の取組の現状を 

見せる内容となるように図る（いわゆる「白書」のイメージに近づける）。 

資料４  


